
前橋市監査委員公表第２２号 

 

前橋市長から工事監査の結果に対する措置について通知がありましたので、地方

自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第１４項の規定により、別紙のとお

り公表します。  

令和５年１月６日  

 

前橋市監査委員  根 岸 隆 夫      

   同     長 岡 敏 夫      

   同     鈴 木 俊 司      

   同     近 藤   登      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



都市計画部工事監査結果に係る措置通知書 
 
監査期間 令和４年７月２２日～１１月１７日 
措置通知書提出日 令和４年１２月１６日   

  

監   査   結   果 
（指摘・要望事項） 

指摘事項に対する措置内容及び 
要望事項に対する考え方等 

【監査対象所属：建築住宅課】 

 

１ 解体工事における発注者の石綿含有調査に

ついて（要望事項） 

発注者は、現場状況の把握、適正な設計・

積算を行うための石綿含有調査を下記ア、イ

のとおり適切に行っていなかった。 

石綿含有調査について、「官公庁施設整備

における発注者のあり方について」答申（平

成２９年１月２０日 社会資本整備審議会）

では、「発注者は、改修工事の対象となる既

存建築物の状況把握のために、必要な事前調

査（石綿の有無の調査等）を行う必要がある。」

との見解が示されていることを踏まえ、マニ

ュアル等を整備するなど、必要な分析調査を

適切に行うよう検討されたい。 

ア 旧市立前橋高校第一体育館解体工事に

おいて、発注者が工事発注前に行った石綿

含有調査業務で、分析調査が必要であると

された建材について、調査を行わずに解体

工事を発注していた。 

イ 環境省告示第７６号では、元請業者が行

う解体工事が特定工事に該当するか否かに

ついての調査をする者として、建築物石綿

含有建材調査者講習登録規程による調査

者等と定めているが、旧大胡幼稚園教室棟

解体工事においては、仕上塗材等について

は同登録規程による調査者による分析調査

を行っていたものの、シーリング材につい

ては、同登録規程によらず、市担当者によ

る設計図書等の調査及び現地確認のみによ

って石綿が含有されていないものと判断し

ていた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

解体工事を行う際の、石綿含有調査業務

においては、調査結果の確認を複数人で行

い、石綿含有調査対象材料が不足すること

のないようにした。 

また、解体工事における有資格者による

事前調査は、元請け業者によるものが原則

であるが、今後は市担当者にも建築物石綿

含有建材調査者講習登録規程による調査者

資格の取得を進め、発注者による事前調査

も有資格者によるものとすることとした。 

更に、発注者が行う石綿含有事前調査に

ついて、契約監理課及び教育施設課と協議

し、マニュアル等を作成することを決定し

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



建設部工事監査結果に係る措置通知書 
 
監査期間 令和４年７月２２日～１１月１７日 
措置通知書提出日 令和４年１２月２３日   

  

監   査   結   果 
（指摘・要望事項） 

指摘事項に対する措置内容及び 
要望事項に対する考え方等 

【監査対象所属：道路管理課】 

 

１ 書面の取り交わしによる契約履行について

（指摘事項） 

建設工事請負契約約款第１条第５項では、約

款に定める請求、通知、報告、申出、承諾、催

告及び解除は、書面により行わなければならな

いと規定されているが、下川淵地区 側溝新設

工事（道水第１８号）において、工事打合せ書

を用いた書面による請求、承諾の記録がないま

ま、変更契約が行われていた。 
変更契約に当たっては、約款にのっとり書面

をもって契約履行を行うよう改善されたい。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
書面の取り交わしによる契約履行について、

変更契約に当たっては、口頭による協議ではな

く、工事打合せ書等の書面をもって受注者との

協議を行い、契約約款に基づく適正な契約の履

行を実施するよう課内で周知を行った。 
なお、監査結果を受けて、同様工事におけ

る変更契約に当たって、書面で協議が行われ

たことを確認した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



教育委員会事務局工事監査結果に係る措置通知書 
 
監査期間 令和４年７月２２日～１１月１７日 
措置通知書提出日 令和４年１２月１６日 

 

監   査   結   果 
（指摘・要望事項） 

指摘事項に対する措置内容及び 

要望事項に対する考え方等 

【監査対象所属：教育施設課】 

 

１ 改造工事における発注者の石綿含有調査の

不足について（要望事項） 

桂萱東小学校南校舎長寿命化改修ほか建

築工事において、発注者は、現場状況の把握、

適正な設計・積算を行うため、工事発注前に

仕上塗材等については石綿含有の調査を行っ

ていたものの、シーリング材及び成形板等に

ついては調査を行っていなかった。  

石綿含有調査について、「官公庁施設整備

における発注者のあり方について」答申（平

成２９年１月２０日 社会資本整備審議会）

では、「発注者は、改修工事の対象となる既

存建築物の状況把握のために、必要な事前調

査（石綿の有無の調査等）を行う必要がある。」

との見解が示されていることを踏まえ、マニ

ュアル等を整備するなど、工事発注における

必要な事前調査を、適切に行うよう検討され

たい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

改造工事における発注者の石綿含有調査

については、監査結果を踏まえ、大気汚染

防止法における特定工事について、今回の

事例を課内に周知し、石綿含有調査対象材

料に漏れがないよう、適切な事前調査を徹

底することとした。 

また、発注者が行う石綿含有事前調査に

ついて、契約監理課及び建築住宅課と協議

し、マニュアル等を作成することを決定し

た。 
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